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　株式会社東流社は，1995（平成 7）年 6 月 7 日 2 に資本金 5000 万円で仙台市宮城野区榴
つつじがおか
岡 3
丁目 4 番 18 号に本社を置いて設立された。小売業界の広域化の影響で日用雑貨卸の主要企業
による広域化が進展し，東北地域が激戦区となる経営環境下でのことであった 3。
























県山形市）の 4 社を加えた 8 社で，東北広域流通協同組合を設立し，企業合同という新しい卸






高度化をはかるべきだという方向に意見が集約されたのである。1995 年 3 月 28 日，東北広域
流通協同組合加入の寺長株式会社，株式会社熊長本店，株式会社大須賀，株式会社芳賀，吉村





　1995 年 6 月に東北の有力卸売企業が結集して設立された東流社は，同年 10 月 1 日に，設立
母体となった各社から営業権の譲渡を受けて営業を開始した。資本金もその前月 2 億 5000 万
円へと増資した 7。




5 月には同様に比較的規模の小さい物流センター（建築面積約 2300m2，倉庫部分 2200m2）を
秋田県大館市に設置し，秋田県北部の地場のスーパーとの取引に対応することとした 8。
　さらに同年 11 月には北関東の栃木県矢板市にも物流センター（床面積約 1150m2）と営業所
を設置して関東に進出した。土地・建物とも賃貸方式であった。このセンターは，従来から母
体の芳賀と取引関係のあったホームセンターのカインズ（群馬県高崎市）の物流が中心のセン































な要因が重なって，1998 年 1 月期には債務超過となり，1999 年 1 月期には，累積損失が約 21




そこで，株式会社白元 19 とミヨシ石鹸株式会社 20 およびライオン株式会社が中心となり，日





カ所の物流センターを 12 ヵ所程度に集約する一方，母体 4 社の資産も東流社に統合して融合
を深めることとした。経営陣では，1999 年 2 月 1 日に熊谷昭三社長が会長に退いて新社長に
寺嶋大祐（寺長）が就任した。また，建て直しのために 1 億円を用意し，同年 1 月に 3 億
5000 万円へと増資した 23。
　他方，母体会社の物流・営業拠点を借り受ける体制の東流社に対して，「東流社は不振でも，
家賃収入のある旧会社のオーナーが潤っている」と批判もあった 24。同年 8 月 1 日，東流社は，
母体 4 社のうち準備の整った寺長，熊長本店，芳賀の 3 社と合併し，こうした批判に応えて退
路を断つとともに，資産統合によって累積損失を大幅に圧縮して債務超過を脱した 25。4 社の
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対等合併によって，資本金は 4 億 8 万円となった 26。合併により，東流社は 2001 年 1 月期決
算で債務超過から脱出し，経常損益も 3 期ぶりに黒字に転換した 27。同期の経常利益は 1 億










　東流社は，翌 2002 年 4 月に，現在の若林区卸町東 3 丁目に本社を移転させ，9 月 9 日から
業務を開始した。同日には，須賀川に代わって南東北の中核となる二本松物流センターを稼働
させた。さらにその 1 週間後には，山形支店と山形物流センターを稼働させた 30。
② J － NET の設立と新 J － NET の始動
　一方で，東流社は，他の卸売企業との広域連携も進めた。2006 年 3 月に，西日本共和株式
会社（広島市，従業員数 1189 名，売上高 1360 億円），株式会社中央ホームズ（東京都台東区，
従業員 525 人，売上高 679 億円）と業務提携し，全国展開する小売店などからの共同受注活動
を始めることとした。




市，売上高 291 億円）ほか 9 社の出資による企業で，中央ホームズも株式会社ときわ商会（東
京都墨田区，売上高 189 億円）ほか 11 社の出資による企業である 32。
　2007 年 2 月には，業務提携した東流社，西日本共和および中央ホームズの 3 社の均等出資で，
資本金 3000 万円の J － NET 株式会社を設立した。J － NET は，業務提携時に目的とされた
全国チェーンの共同受注のほか，健康や美容に関連する独自開発商品を販売することも目標と
して掲げ，同年同月から営業を開始した 33。
　2009 年 10 月には，J-NET とその母体のひとつであった西日本共和とが合併して，新たな
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J-NET 株式会社が設立され，東流社はじめ 10 社の加盟によって新たに活動をスタートさせ










　2010 年 4 月 28 日，東流社の社長に芳賀愉一郎（芳賀）が就任し，11 年余りにわたって，経
営再建と新たな進路に向けてリーダーシップを発揮した寺嶋大祐は代表取締役会長となっ
た 37。第 15 期（2009 年 2 月 1 日～ 2010 年 1 月 31 日）の売上高 437 億円 3300 万円（前年比






指すこと」や「J － NET の一員として役割を果たすことで関東以北の数値責任と与えられた
役割をしっかり果たし，中核メンバーの 1 社としての評価が得られる行







　東日本大震災が発生したのは，会社の創設から 16 年目のことであった。母体 3 社を合併し
寺嶋前社長のリーダーシップで経営を順調な軌道に乗せてから，12 年目のことであった。そ
して，3 代目の芳賀新社長による新しいスタートを切ってからは，1 年弱のことであった。
　ここで，東日本大震災発生の前年の 2010 年 11 月頃の事業拠点をみておくと，表－ 1 に示す
ように，仙台市の本社をはじめ，4 支店兼営業所，6 営業所，2 出張所，4 物流センターで，東









商額 437 億 3300 万円）40 をみると，これも表－ 4 に示すように，スーパー，薬局・薬店チェー
ン，ホームセンターの 3 つの合計で 92.5％を占めていることがわかる。
表－ 1　東流社の事業拠点（2010 年）
拠点種類 拠点名 所在地
本社 本社 仙台市若林区卸町東 3-4-13
支店兼営業所
北海道支店・札幌営業所 北海道北広島市大曲工業団地 2-5-6













事務所 新潟事務所 新潟市中央区上所中 3-7-10
配送拠点




（出典）『平成二十三年版全国日用品・化粧品業界名鑑』（石鹸新報社 ,2010 年 11 月 20 日）179 頁。
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表－ 2　東流社の主要取引先メーカー（2010 年）











































2010 年 11 月 20 日）180 頁。
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2．地震発生時の状況




















仲間卸 52 1.4 
一般小売店 206 1.5 
GMS 6 3.2 
スーパー 109 32.0 
薬局・薬店チェーン 52 30.0 
ホームセンター 34 30.5 
その他 150 1.4 
計 609 100.0 
（出典） 『平成二十三年版全国日用品・化粧品業界名鑑』（石鹸新報社，
2010 年 11 月 20 日）180 頁。







へ逃げましょう」と促されたという。駐車場に出ると，タイヤが 20 ～ 30 センチずれていた。
タイヤで，地面が掘られていて，車同士がぶつかっていた。
　熊谷常務の判断で，明るいうちに従業員を帰宅させようと思い，午後 3 時 40 分頃に帰宅を
指示した。その際，「明日，来れる人だけ来て下さい。」と伝えた。また携帯電話も固定電話も
不通であったため，営業で会社に戻って来る人などに対しては，張り紙で知らせた。しかし，


















　まずは，業務の回復に向けて , 散乱物の片付けや , ロッカーなど転倒した什器の引き起こし
に着手した。それとともに，社員の連絡先のリストアップや安否の確認，さらに当面の食糧の
確保に努めた。しかし，前述の津波に遭った人も含めて連絡がとれない方が 4 ～ 5 人もいて，
数日間は安心できる状況ではなかったという 44。本社からでは他の拠点と連絡がとりにくいこ



























橋中学校に避難してきた。生徒数が 500 ～ 600 人のところに，5000 ～ 6000 人がやってきた」



















　そこで，3 月 15 日，東流社は市内中心部のホテル（東横イン）を借りて，仮本社とした。
そして，ここに芳賀社長以下の取締役が詰めて，取引先や各拠点への連絡を取り，情報収集と
指示にあたることとした 48。
　なお，3 月 17 日の 22 時に本社の電気が復旧したので，3 月 18 日には，本来の本社に戻った。
③従業員へのトップのメッセージ
















































　会社のほうは，仙台・郡山・二本松 DC 事務棟に軽微な建物被害が発生し，仙台 TC では荷
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（1）東流社のシステムの概要と震災の影響






　これらのうちサーバが関わるのは，L3 から L5 のシステムである。L5 の本社サーバは，電
気が復旧した 17 日の木曜日の夜 10 時の翌 18 日を待たなければならなかった。実際の受発注・
物流に関する指令系統の L4 は，後述する事前のリスク管理による移転が功を奏した。L3 も，
震災翌日の 3 月 12 日以降，復旧作業にあたることとなった 54。
　全体としてみるとネットワーク・システム全体は，ダメージを受けなかった。また本社以外






































が被災し，電気も通らずデータ回線が遮断された。このため 3 月 13 日時点で本社の WEB －
EDI（Electronic Data Interchange）パソコンが復旧せず，外部とのデータ交換ができなかった。
そこで，仮本社設置に先立って，PC による WEB － EDI の業務を山形営業所に移すこととし
た 60。この WEB － EDI や，EDI の標準仕様の BMS（Business Message Standards）などは，
いったんすべて PC による仕組みで受注して L4 サーバに渡していたのである。これに対して，
JCA 手順（Japan Chain Stores Association Protocol）などによる受注は PC を経由しないも
のであり，電源が復旧して通信が復旧するとともに受注機能が回復したという 61。
　ところで，週明けの 3 月 14 日（月）に，物流業務システム統括部の小山田司は，みずから
本社のパソコン数台と受信マニュアルを持って山形営業所へ移動した。臨時の受注センターと



































い支払いを求めるであろう。しかし東流社側にとって，仕入金額の大きな部分は J － NET な
ので，与信上は大きな問題がないと思われた。資生堂，ライオン，P&G などの大手メーカーは，








　3 月 18 日，前日の午後 10 時に通電したので，本社の管理系の L5 サーバが復旧した。また












































の縦軸ラインについて，地震発生翌日の 3 月 12 日に，緊急輸送ルートとしての機能を確保す
ることとし，この内陸部の縦軸ラインから太平洋岸に向けての東西方向の国道の流れの正常化
がはかられた。まず啓開された横の経路は 11 ルートで，3 月 15 日には予定の 15 ルートが確
保された。そして 3 月 18 日には，国道 45 号線（宮城県仙台市～青森市）の啓開作業がおおむ
ね完了した。いわゆる「くしの歯」作戦である。
　物流面での大動脈となる東北自動車道は，地震発生から 13 日後の 3 月 24 日には一般車両の
通行が可能となった。3 月 30 日には，太平洋側の常磐自動車道も，福島第一原子力発電所の
規制区間を除いて，一般車両の通行が可能となった。
　国道 45 号線と国道 6 号線は，福島第一原子力発電所の規制区間を除いて，地震発生から約 1 ヶ
月後の 4 月 10 日に，迂回路の確保なども含めて応急的復旧をおおむね完成させた。福島第一





道 4 号線経由で約 15 分の二本松市平石高田 3 丁目にあり，宮城県，山形県，福島県の南東北





荷崩れもなかった。3 月 12 日の原発事故の避難地域から 53 キロ余りと，遠く離れた立地であっ
たことも幸いした 72。通行上の放射能への警戒感を免れ得たからである。
　二本松物流センターでは，3 月 14 日から，必要なものをトラックで引き取りに来られる販
売店に出荷する，ということにした。通常は，東流社からの配送であって，販売店が取りに来
るといったようなことはなかったのである。
　最も近い大動脈たる東北自動車道は，前述のように，3 月 24 日まで，一部を除いて通れな
いため，後述するような緊急の対応策が講じられることになった。
③仙台物流センター




















3 月 16 日（水）～ 18 日（金）の間に，岩手・宮城・福島の 3 県でトラックと営業車両合わせ






　ガソリン給油の際，指定のガソリンスタンドに並ばなければならなかったが，1 回 20 リッター
だけしか入れてもらえなかった。また，同じところに同じ人が何回も行くとガソリンを入れて
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表ー 5　震災発生以降 6 月 1 日までの東流社の仕入メーカーの対応
（東流社カテゴリー・商品統括部担当者作成，2011 年 6 月 1 日）
メーカー名
（本社所在地，創業・創立年月） 主要事業 対応状況 商品供給状況・課題
ユニ・チャーム株式会社（東
京 都 港 区 三 田 3 － 5 － 27，
1961 年 2 月大成加工（株）とし
て設立，1965 年に株式会社






















保のために，3 月 29 日よ
り二本松から引き取り開
始。4 月 8 日 ま で の 10 ト
ン 37 台（棚倉 28 台，掛川








































































－ 17〔 六 甲 ア イ ラ ン ド 〕，
1837 年 P&G 創業，1973 年に
P&G サンホームとして日本で
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メーカー名




































阪市城東区今福西 2 － 4 － 7，

















20 － 20，1971 年 4 月に鐘淵
化学の石鹸事業を取得してカ
ネボウ石鹸販売・カネボウ石



















代田区丸の内 3 丁目 4 番 2 号，
1898 年 4 月創立）
北 上 工 場（ パ ル プ，
ティッシュペーパー，
トイレットペーパー）
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メーカー名
（本社所在地，創業・創立年月） 主要事業 対応状況 商品供給状況・課題
常磐薬品工業株式会社（大阪
府大阪市中央区安土町 3 － 5
























区 日 本 橋 浜 町 3 － 3 － 2，
















台 東 区 浅 草 橋 3 － 8 － 5，
1968 年 3 月設立）








都千代田区一ツ橋 1 － 2 － 2，

























西新宿 6 － 21 － 1，1972 年創
業：（株）東北東海・福島県二








区高田 3 － 23 － 12，1896 年
5 月創業，1927 年株式会社純
正舎に，1946 年ムサシ産業株
















谷区代々木 4 丁目 31 番地 8 号
→ HP によると本店は平成 28




















当者，2011 年 6 月 1 日作成），『平成二十三年版　全国日用品・化粧品業界名鑑』（（株）石鹸新報社，
2010 年 11 月），各社ホームページ（2018 年 8 月 1 日アクセス）および東流社の関係者への聴き取り調
査などによる。

























































｢横持ち｣ などの 2 段階移動は多くはない。ただし，一部，発注単位の大きなものを二本松
DC で受けて，小分けに分散する ｢横持ち｣ がある。しかし，メーカーから東流社への各拠点
への ｢タテ｣ の配送が通常のように円滑に機能しない非常事態であったから，通常とは異なっ
た補完としての ｢横持ち｣ が発生せざるを得なかった。
　図－ 1 に示されるように，盛岡 DC から，さらに青森，弘前，八戸への ｢横持ち｣ 移送が想
定された。当初から想定されたことではあったが，実際には盛岡までの移送ができず，したがっ















商品統括部担当者，2011 年 6 月 1 日作成）。
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　株式会社あらたは，2002（平成 14）年に成立した 3 社の持株会社時代を経て，2004 年に完
全統合により誕生した業界 2 位の全国卸売企業である。前身企業の 1 つであるダイカ株式会社
の仙台支店の建物を増築し，イトーヨーカ堂・ヨークベニマル宮城日用品センターを併設して









5 － 2 である。その後，ツルハなど，各大手小売店の ｢コンバイン｣ も担ってゆくこととなっ
た。仙台に本社を置く東流社も，帳合卸売企業（小売店への商品供給業者）として，この方式
に参加したのである。


























東流社宛に FAX で届いたのは，3 月 30 日であった。これより先の 3 月 21 日，東流社では，
後述するツルハからの商品供給の申し入れがあった。したがって，あらたからの直接の申し入
れ以前に，小売店側からの要請で，すでに対応を決定していたことになる 80。
　なお，あらたのコンバイン・センターが再稼働したのは，地震発生 2 ヶ月半後の 2011 年 5
月 25 日であった。順次卸売企業を増やす中で，比較的ボリュームの多い卸売企業である東流

























26 － 1）が震災に遭って生産ラインがストップした。それから 2 週間経った 3
月 25 日から，同工場に隣接するユニ・チャーム北日本 DC（通称：福島棚倉 DC）が出荷可能
となった。他方，東流社の仙台営業所管内のツルハは 71 店舗あった。このうち，再開の見通
しがつかなかったのは，津波で流された店舗 3 店舗（鹿妻店，気仙沼店，中浦店），放火され
た店舗 1 店（渡波店），破損が激しく開店の見通しがつかない店舗 1 店（グロ－ジェ泉大沢店）
であった 81。東流社では，これらを除く商品の受入可能な店舗への店直の方針を決め，福島棚
倉 DC に商品の引き取りに行くこととし，その手配手順を決めた 82。
　その手配手順によると，まず引き取りの営業日（日曜・祝日を除く）2 日前の正午までに商
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品名と数量を東流社のセンター発注担当者がユニ・チャームの担当課長へメールし，これを受









受注が完了することとした。営業日の引き取り時間は，9 時から 15 時までとされ，山八運送
が引き取った商品は，その日のうちに二本松の物流センターに納品することとした。
　実際にツルハ店舗への店直のための二本松からの引き取りが開始されたのは，3 月 29 日で
あった。ユニ・チャームの福島棚倉 DC から主にツルハ向け引き取りに要したトラック（10
トントラック）は，4 月 4 日までで 28 台（すべて山八運送）であった。このほかに，翌 4 月 5
日にユニ・チャームの静岡の掛川から 7 台（山八運送 4 台，丸や運送 2 台，仙台 TC 行きの東
武運輸プリウェ 1 台），4 月 8 日に埼玉川越 DC から 2 台（丸や運送）で，4 月 8 日までの合計
は 37 台であった。
　このコンバイン補完体制の要となる二本松物流センターへ本社と仙台および郡山からの応援
の人員が派遣された。その人数は，3 月 21 日から 6 月 3 日までの延べ人数で 557 名にも達し
た 83。
　なお，運賃と東流社の棚倉 DC 引き取り分の手数料については，ユニ・チャーム側の運送料
金は 1 台分 5 万円であった。東流社では，地元運送会社との実際の契約金を 3 万 5 千円とし，
ユニ・チャーム提示分との差額の 1 万 5 千円を 1 台分の配車手数料としていただくことになっ




























　東流社は，震災発生から 3 年後の 2014 年 3 月 5 日，仙台市の江陽グランドホテルで ｢創立
20 周年感謝の集い｣ を開いた。また，同日と翌 3 月 6 日の両日には，同社で初めての見本市
となるマーチャンダイジングフェアを仙台市のサンフェスタで開催した 85。
　1995 年に発足して，同年も含めて 20 周年を記念した ｢感謝の集い｣ は，440 名（うち東流
社関係者 40 名）が出席した。｢絆・感謝・未来｣ をテーマとするマーチャンダイジングフェア








　同じ 2014 年の 6 月 20 日には，新たに栃木県佐野市（西浦町 570 － 9）に建設していた東流
社の関東支店・物流センターが竣工したので，その披露会を開催した。従来の関東支店の 3 カ
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所に分散していたセンターを集約したもので，佐野インター産業団地内に新築された。東北自












　ピッキングカートは，標準的な 20 台のほかに東流社の独自開発の 70 台も配置された。いず
れも重量検品型である。これまでもコンテナを上下 2 ヶ所に搭載できるピッキングカートは
あったが，下の段のコンテナに商品を入れるには腰を曲げてかがむ必要があった。腰を曲げな
いで済む高さにコンテナを 3 つ並べて 3 店舗同時処理できるようにした新しい独創的なピッキ
ングカートであった。
　入荷検品ラインはオートスキャナーとオートラベラーによる自動検品で，2 ラインで 1 時間




③ ｢DBJ　BCM 格付｣ の評価
　東流社は，2015 年 2 月 25 日，株式会社日本政策投資銀行（DBJ：Development Bank of 





























































































巻第 1・2・3 号，2020 年 2 月）。
2 　設立年月日・資本金・所在地は，東流社『会社経歴書』（作成年月不明，2015 年 2 月 1 日までの記載あり）
による。
3 　1990 年 6 月には北海道のダイカが青森県八戸市のネタツ興商を合併し，1993 年 10 月には大阪のパルタック
が福島県の安斎と業務提携して東北に進出した。さらにパルタックは翌 1994 年 11 月に青森県弘前市の三喜屋
ライフとの共同出資で，青森パルタックを設立した（『日経流通新聞』1995 年 8 月 29 日）。さらに，東流社設
立 2 年後の 1997 年に，ダイカは秋田市の富士商会を合併し東北での基盤を固め，同時に埼玉県八潮市のタナ
カも合併して関東へも進出した（佐々木聡『地域卸売企業ダイカの展開―ナショナルホールセラーへの歴史的
所産―』ミネルヴァ書房，2015 年 3 月，182 ～ 193 頁，216 頁）。またパルタックは，1998 年 2 月に盛岡に物
流センターを開設している（株式会社パルタック『第 69 期事業報告書』平成 8 年 10 月 1 日から平成 9 年 9 月
30 日まで，2 頁，同社『第 69 期有価証券報告書』自平成 8 年 10 月 1 日至平成 9 年 9 月 30 日，3 頁）。
4 　牧野立雄執筆『熊長本店社史　1876 － 1995 桜雲緑風一二〇年』（熊谷昭三，2009 年 7 月） 119 ～ 120 頁。な
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問に対する回答による）。
5　東流社・熊谷泰常務への聴き取り調査（2018 年 11 月 2 日）による。
6 　前掲『熊長本店社史　1876 － 1995 桜雲緑風一二〇年』122 頁では 5 社となっているが，『週刊粧業』（1995
年 4 月 10 日）では 4 社となっている。その違いは，当時，熊長本店の 100％子会社となっていた吉村広商を
入れるか否かの違いである。また，東北広域流通協同組合は，2012（平成 24）年 5 月 31 日に解散を決議し，
同年 12 月 17 日をもって清算結了を登記した（東流社関係者への質問に対する回答による）。
7 　『日本経済新聞』（1996 年 3 月 5 日，地方経済面・新潟），『日本経済新聞』（1996 年 3 月 7 日，地方経済面・
東北 B），『日経流通新聞』（1996 年 3 月 7 日）。
8　『日経流通新聞』（1996 年 5 月 21 日）。
9 　『日経流通新聞』（1996 年 11 月 7 日）および東流社・熊谷泰常務への聴き取り調査（2018 年 11 月 2 日）に
よる。
10　『日経流通新聞』（1997 年 9 月 9 日）。
11 　『日経流通新聞』（1996 年 11 月 7 日）および東流社・熊谷泰常務への聴き取り調査（2018 年 11 月 2 日）に
よる。
12 　『日経流通新聞』（1995 年 10 月 26 日），『日経流通新聞』（1997 年 5 月 20 日），『日経流通新聞』（1997 年 9
月 18 日）による。盛岡市の盛岡南センターについては『日経流通新聞』（1996 年 3 月 19 日）を，須賀川市
のセンターについては「日本経済新聞」（1997 年 2 月 4 日，地方経済面東北 B）をそれぞれ参照されたい。
13　『日本経済新聞』（1998 年 10 月 8 日，地方経済面・東北 A），『日経流通新聞』（1998 年 10 月 29 日）。
14　東流社・熊谷泰常務への聴き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
15　『日経流通新聞』（1999 年 1 月 26 日）。
16　東流社・熊谷泰常務への聴き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。











査〔2018 年 11 月 2 日〕を参考にしている）。
19 　1923（大正 12）年 1 月創業の防虫剤・殺虫剤・除湿剤，消臭・芳香剤メーカーである（『平成二十三年版　
全国日用品・化粧品業界名鑑』石鹸新報社 2010 年 11 月，41 ～ 42 頁）。
20 　ミヨシ石鹸は，1921 年の 11 月に，石鹸の製造と販売に関わっていた三木巳之吉と吉村又一郎の提携によっ
て，三木の「ミ」と吉村の「ヨシ」から命名して設立されたミヨシ石鹸工業合資会社として創業している（幸
書房編『ミヨシ油脂株式会社 80 年史』2002 年 12 月，3 ～ 18 頁）。
21　東流社・熊谷泰常務への聴き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
22 　『日本経済新聞』（1999 年 1 月 25 日，夕刊），『日本経済新聞』（1999 年 1 月 26 日，地方経済面・東北 B），『日
経流通新聞』（1999 年 1 月 26 日），『日本経済新聞』（1999 年 7 月 2 日，地方経済面・東北 B）。
23 　『日本経済新聞』（1999 年 1 月 25 日，夕刊），『日本経済新聞』（1999 年 1 月 26 日，地方経済面・東北 B），『日
経流通新聞』（1999 年 1 月 26 日），『日本経済新聞』（1999 年 7 月 2 日，地方経済面・東北 B）。
24 　『日経流通新聞』（1999 年 1 月 26 日）。東流社側の事情に注目すると，その設立母体となった各社は，営業




そうした統合ができなくなっていったのである（東流社・熊谷泰常務への聴き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕
による）。
25　『日本経済新聞』（1999 年 7 月 2 日），『日経流通新聞』（1999 年 7 月 3 日）。
26　『日本経済新聞』（1999 年 7 月 2 日），前掲『会社経歴書』。
27　『日経流通新聞』（2000 年 6 月 6 日）。
28 　『日経流通新聞』（1999 年 7 月 6 日），『日本経済新聞』（2001 年 7 月 4 日，地方経済面東北 B），『石鹸日用
品新報』（2002 年 6 月 12 日）。ただし，『日経流通新聞』（2000 年 6 月 6 日）では，「売上高は前期より 3％減っ
た」とも報じられている。
29　『日本経済新聞』（2001 年 7 月 4 日，地方経済面東北 B），『日経 MJ』（2001 年 7 月 12 日）。
30　前掲『会社経歴書』，『石鹸日用品新報』（2002 年 8 月 28 日）。
31　『日経 MJ』（2006 年 4 月 3 日）。
32　『日経 MJ』（2006 年 12 月 6 日）。
33 　『日経 MJ』（2006 年 12 月 6 日），『日経 MJ』（2007 年 3 月 11 日），『日経 MJ』（2007 年 5 月 21 日），『日経
MJ』（2008 年 4 月 13 日），『石鹸日用品新報』（2007 年 2 月 14 日）。
34 　10 社は，ハリマ共和物産，岡山四国共和，広島共和物産，北九州共和，長崎共和，大分共和，宮崎共和，イー
ライフ共和，ジーマックスおよび東流社である（『石鹸日用品新報』2009 年 10 月 7 日）。
35　『石鹸日用品新報』（2009 年 3 月 25 日），『石鹸日用品新報』（2010 年 3 月 31 日）。
36　前掲『平成二十三年版　全国日用品・化粧品業界名鑑』180 頁。
37　前掲『会社経歴書』および東流社・熊谷泰常務への聴き取り調査（2018 年 11 月 2 日）による。
38　『石鹸日用品新報』（2010 年 6 月 2 日）。
39　『石鹸日用品新報』（2010 年 6 月 2 日）。
40　前掲『平成二十三年版　全国日用品・化粧品業界名鑑』180 頁。
41　『石鹸日用品新報』（2011 年 6 月 8 日）。
42 　ここでの本社の地震発生時および翌日の状況については，特に断りのない限り，東流社人事総務部作成「東
日本大震災総括－本社（仙台）を中心に総括」（2011 年 5 月）および東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・






ダーへの聴き取り調査〔2016 年 9 月 23 日〕による）。
44 　震災前年の数値であるが，東流社には 260 名の従業員と 245 名のパートが業務に従事していた（前掲『平
成二十三年版　全国日用品・化粧品業界名鑑』180 頁）。後のまとめによると，このうち住まいが半壊以上の
被害に遭った方は 16 名，車輌被害は 4 名，原発事故で長期の避難を余儀なくされた方が 1 名であった（東流
社作成「東日本大震災　従業員の被害状況と経過について」2012 年 3 月現在）。
45 　ここでの本社の通信・交通の状況については，前掲「東日本大震災総括－本社（仙台）を中心に総括」（2011
年 5 月）と東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き
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飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016 年 9 月 23 日〕による）。
47 　こうしたこともあって，東流社では，後に「少し高いけど，ドコモに一斉に変えた」という（東流社・芳
賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016 年 9 月
23 日〕による）。
48 　前掲「東日本大震災総括－本社（仙台）を中心に総括」（2011 年 5 月），『石鹸日用品新報』（2010 年 6 月 2 日）
および東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り
調査〔2016 年 9 月 23 日〕による。熊谷常務によると，東横インホテルには，韓国やヨーロッパ系の医療団
が来ていたという。また，ホテルのドアが開いていたので，「自分のためにオートロックで閉まらないように
開けて置いてくれたのかなぁと思ったら，閉まらない状態だった」という（東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷
泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016 年 9 月 23 日〕）。
49 　株式会社東流社社内資料「全従業員の皆さんへ」（株式会社東流社代表取締役会長・寺嶋大祐，代表取締役
社長・芳賀愉一郎，平成 23 年 3 月 16 日）。
50 　株式会社東流社社内資料「お取引メーカー御中営業責任者各位」（株式会社東流社代表取締役会長・寺嶋大
祐，代表取締役社長・芳賀愉一郎，平成 23 年 3 月 16 日）。
51 　株式会社東流社社内資料「お取引メーカー御中営業責任者各位」（株式会社東流社代表取締役会長・寺嶋大
祐，代表取締役社長・芳賀愉一郎，平成 23 年 3 月 22 日）。
52　東流社・熊谷泰常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
53 　東流社業務システム部作成「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日）および東流社・熊谷泰常務への聞き
取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
54 　東流社業務システム部作成「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日）および東流社・熊谷泰常務への聞き
取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
55　東流社・熊谷泰常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
56 　前掲「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日）および東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取
締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016 年 9 月 23 日〕による。
57　株式会社東流社『TORYU』（作成年不明，2010 年頃と推定される）。
58 　東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016
年 9 月 23 日〕による。なお，これより先，北東北では秋田にも物流センターを置いていたが，効率の関係で
盛岡に集約したという（筆者による熊谷泰常務に対する質問への回答）。
59 　前掲『東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日），『石鹸日用品新報』（2010 年 6 月 2 日）および東流社・芳賀
愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016 年 9 月 23
日〕による。
60 　前掲「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日），株式会社プラネット　『PLANET　van van』No.95（2012
年夏号）2 頁および東流社・熊谷泰常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
61　筆者による熊谷泰常務に対する質問への回答による。
62 　前掲「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日），前掲『PLANET　van van』No.95 および東流社・熊谷泰
常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
63 　前掲「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日）所収「大震災後，モバイル処理件数実態とモバイル機能（L5）
効果」）。
64 　前掲『PLANET　van van』No.95（2012 年夏号）2 頁，東流社業務システム部作成「東日本大震災総括」（2011
年 6 月 9 日）および東流社・熊谷泰常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
65 　東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016
年 9 月 23 日〕および筆者による熊谷泰常務に対する質問への回答などによる。
66 　東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016
年 9 月 23 日〕による。
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67　本社のシステムに回復に関する記述は， 東流社・熊谷泰常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
68 　ここでの売掛業務の処理に関する記述は，前掲「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日）および東流社・
熊谷泰常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
69 　ここでの仕入（買掛）業務の処理に関する記述は，前掲「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日），前掲『PLANET　
van van』No.95，3 頁および東流社・熊谷泰常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。




年 9 月 23 日〕による。
73 　東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016
年 9 月 23 日〕による。
74 　東流社人事総務部「東日本大震災総括－本社（仙台）を中心に」（2011 年 5 月末日）および東流社・芳賀
愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016 年 9 月 23
日〕による。
75 　ここでの各メーカーの動きに関する記述は，東流社カテゴリー・商品統括部「震災時・その後に於けるメー
カー様の対応の取り纏め」（2011 年 6 月 1 日），東流社・菊地取締役確認分 ｢2011.3.11 東日本大震災｣，東流社・
芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016 年 9
月 23 日〕および東流社・熊谷泰常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕などによる。
76　前掲「震災時・その後に於けるメーカー様の対応の取り纏め」（2011 年 6 月 1 日）。
77　東流社・佐藤幸雄氏作成 ｢メーカー商品供給対応方法－ 1｣（2011 年 3 月 21 日）。
78 　｢横持ち｣ や当時の臨時物流体制についての叙述は，前掲 ｢メーカー商品供給対応方法－ 1｣（2011 年 3 月
21 日）や東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取
り調査〔2016 年 9 月 23 日〕による。
79 　ここでの ｢コンバイン｣ 方式についての説明は，特に断りのない限り，株式会社あらた（旧ダイカ株式会社）
および株式会社プラネットの関係者への質問に対する回答による。
80　筆者による東流社の関係者へ質問に対する回答による。
81 　東流社・東北統括部 ｢3.11 震災の得意先様被害状況まとめ（東北統括部）｣（作成年月日不明，ただし 2011
年 5 月 6 日現在報告という項目があるので，それ以降の作成と推定される）。
82 　東流社・佐藤幸雄氏作成 ｢ユニ・チャーム様福島 DC（棚倉）引き取り手配手順｣（2011 年 3 月 29 日）お
よび前掲「震災時・その後に於けるメーカー様の対応の取り纏め」（2011 年 6 月 1 日）。
83　前掲「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日）所収「コンバイン停止による二本松物流応援人員一覧」。
84 　ここでの課題に関する叙述は，前掲「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日）および東流社関係者への筆
者の質問に対する回答による。
85 　ここでの 2 つの催しに関する記述は，『日本商業新聞』〔2014 年 3 月 10 日〕，『日本商業新聞　VIEW　
EXPRESS』〔2014 春・夏号，Vol.18〕（日本商業新聞，2014 年 6 月）34 ～ 36 頁，『石鹸日用品新報』（2014
年 7 月 2 日）などによる。
86 　ここでの関東支店・物流センターに関する記述は，『日本商業新聞』〔2014 年 7 月 7 日〕，『日本商業新聞　
VIEW　EXPRESS』〔2014 春・夏号，Vol.18〕36 ～ 37 頁，『石鹸日用品新報』（2014 年 7 月 2 日）および筆
者の質問に対する熊谷泰常務からの回答などによる。
87 　ここでの東流社への「DBJ BCM 格付」の審査に関する記述は，株式会社政策投資銀行『株式会社東流社
宛　｢DBJ BCM 格付｣ 結果通知書』（政環境 26 － 141 号，平成 27 年 2 月 25 日），日本政策投資銀行のホー
ムページの DBJ ニュース https://www.dbj.jp/ja/topics/dbj_news/2014/html/0000018816.html などによる。
88　前掲『株式会社東流社宛　｢DBJ　BCM 格付｣ 結果通知書』。
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The Great Earthquake in Eastern Japan and one Wide-Area Wholesale 
Enterprise in the Tohoku Region, Toryusha
This paper makes the following six points.
First, the Eastern Japan Great Earthquake occurred just less than one year after the third 
president of Toryusha was inaugurated. The date of the earthquake marked the 17th year 
since the company’s founding through a merger of four strong wholesaler companies in the 
northeastern districts, and the 13th year since a major overhaul of the management had 
taken place. Both the president and the former president (who became a chairman) were 
not in the headquarters at the time of the earthquake. The crisis that the company’s 
relatively inexperienced staff faced was unprecedented. Thus it is difficult to imagine their 
level of stress and express it sufficiently in words. The directors in the headquarters and 
employees on-site had to act upon their own judgment, based on their assessment of the 
circumstances in each district, collect information, and relay it to those in the other 
operations. 
Second, the paper shows that distribution of the business operations based on geographical 
restrictions and the characteristics of the market had a favorable effect. Re-locating the 
computer system in the central part of the logistics operation in Aomori in response to an 
administrative failure was a fortuitous decision for the company. The operations of the 
logistics center were distributed throughout the northeastern area. It was thus possible to 
concentrate order-receiving operations in Yamagata. The damage to Nihonmatsu DC, the 
newly established main logistic center, was minimal, and its location was not close to the 
nuclear power plant. Toryusha prepared an urgent physical distribution system plan. 
Though the system stopped temporarily as a result of the interruption in the power supply, 
the system itself and the network were not damaged. Therefore it was fortunate that most 
of the systems could be restored after being re-booted.
Third, it is important to point out the hard work of the experienced senior staff whose 
special skills allowed them to respond to this extraordinary situation and make use of their 
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expertise. 
Fourth, a combined system of logistics with the national wholesale company could no longer 
function after the center had been damaged. Toryusha, which participated in the system, 
played a supporting role in these activities. When the national wholesale company asked for 
the cooperation of participating wholesalers, Toryusha responded to the requests. However, 
Toryusha showed greater responsiveness to the needs of the retail stores in sales 
destinations than those of the national wholesale company.
Fifth, the design for the new physical distribution center in Tochigi prefecture was based 
on what was learned from the experiences during the earthquake disaster. By devising and 
implementing the new system based on their past experiences, the designers could avoid 
the same complications they had encountered during the earthquake disaster.
Sixth, Toryusha’s response and role as a wholesaler during the national emergency caused 
by Eastern Japan Great Earthquake were highly praised by financial institutions, and this 
provided Toryusha with an opportunity for wider social recognition. 
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